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あ い さ つ

本市においては、令和２年度に策定した「和光市教育振興基本計画」に基づき、

令和３年度は「和光市教育アクションプラン」に掲げた各施策の推進に向けて、行

政・学校・各施設が連携して取り組み一定の成果を得ることができました。一方、

コロナ禍の影響により、学校教育・社会教育の諸活動において様々な制約を余儀な

くされてきました。そのため年度当初に掲げた数値目標への到達度が十分ではない

施策もありました。これらの施策につきましては、適切な検証・分析を通して次年

度に継続していく必要があると捉えています。

さて、令和４年度は、学校教育の分野では新学習指導要領が全面実施となって、

小学校では３年目、中学校では２年目となります。学習指導要領改訂の重要なキー

ワードでもある「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた指導法の工夫・改善

については、より一層の充実が課題となります。また、ＧＩＧＡスクール構想に基

づくＩＣＴ環境の整備に伴い、機器の効果的な活用を通した授業改善、個別最適な

学びと協働的な学びを一体的に充実させることも次世代の学校教育の課題となって

います。さらに、小学校においては特定教科における教科担任制について、令和４

年度から７年度の今後４年間で外国語、理科、算数、体育を専門性を持った教師に

よるきめ細かな指導と中学校の学びにつながる系統的な指導の充実を図る観点から

スタートします。各小学校においては、教科担任制のメリット・デメリットなども

十分に検討しながら、実態に即して柔軟に対応していく必要があります。

社会教育の分野では、今日の急激な少子高齢化やグローバル化の進展に伴う社会

環境の激しい変化の中で、地域社会の支え合いの希薄化、家庭の孤立化、教育力の

低下などが深刻な状況にあり、豊かな地域教育を推進していくためにも、地域社会

が繋がりのある組織的・継続的な仕組みづくりが課題となっています。そこで、令

和３年７月 28 日に和光市社会教育会議に、「和光市における学校・家庭・地域の連

携・協働を支える社会教育の役割について」を諮問させていただき、先般、貴重な

答申をいただきました。この答申には社会教育施設としての公民館、図書館、スポ

ーツ施設等の役割についての現状分析と課題提起がされております。今後、それぞ

れの提言に基づく課題解消に向けた取組みこそが、本市における社会教育の充実・

発展に欠かせないものであると捉えています。

これら両分野において取組むべき課題は山積していますが、それぞれ教育行政施

策の重点を明確にして意義のある取組を推進していくことが行政運営を担う事務局

の役割でありますので、学校・家庭・地域・関係機関との連携・協働を核とした活

動の推進を目指してまいります。

令和４年４月１日 和光市教育委員会
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１ 計画の概要

和光市教育振興基本計画は、教育基本法に基づく本市の教育振興基本計画です。

市の総合的な計画の「第五次和光市総合振興計画」や市長が定めた「和光市教育大

綱」を踏まえた教育行政における中長期的な計画です。

テクノロジーの進歩や予測困難な社会に対応するためには、生涯にわたって自発

的に学び続けなければなりません。学びが人を成長させ、その人の人生を豊かにす

るだけでなく、新しい社会の形成に寄与することとなります。

そのためにも和光市では子供から大人まで、誰もが学びを豊かにし、幸せな人生

の実現を支援する教育の振興を図ってまいります。

「基本理念」の実現のために、以下の４つの「基本方針」と10の「基本施策」を

掲げています。

和光市教育振興基本計画

【基本理念】

生涯にわたる自発的な学びと、

豊かで健やかな人生の実現を支援する教育

【基本目標】
１ 学びの基礎となる確かな学力の習得と、社会性を育む義務教育の推進

２ 地域特性を生かし、生涯継続する学びを支援する社会教育の推進

３ 福祉、コミュニティ施策との密接な連携による地域・家庭教育の推進

４ 新型コロナウイルス感染症対応に伴う新たな教育の推進

【基本施策】
基本施策１ 確かな学力と自立する力の育成

基本施策２ 豊かな心と健やかな体の育成

基本施策３ 質の高い学校教育のための教育基盤の整備・充実

基本施策４ 多様なニーズに対応した教育の推進

基本施策５ 家庭や地域社会との連携・協働による教育の推進

基本施策６ 安全安心な学校施設の整備

基本施策７ 児童や青少年の居場所づくり

基本施策８ 生涯学習の振興

基本施策９ 歴史的文化資源の保存・活用と創造的な文化の振興

基本施策10 スポーツ・レクリエーション活動の推進
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２ 施策の体系
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基本施策１ 確かな学力と自立する力の育成

施策１ 個の学力を伸ばす教育の推進

施策２ 次世代に求められる資質・能力の育成
施策３ 新しい時代に対応する教育の推進
施策４ 社会の形成に参画する力の育成

基本施策２ 豊かな心と健やかな体の育成

施策１ いじめや非行問題等に係る生徒指導及び教育相談体制の充実
施策２ 人権を尊重した教育の推進
施策３ 情感豊かな心を育む教育の推進

施策４ 運動に親しみ、健やかな体を育む教育の推進
施策５ 健康の保持増進と食育の推進

基本施策３ 質の高い学校教育のための教育基盤の整備・充実

施策１ 教職員の資質・能力の向上

施策２ 働き方改革を踏まえた学校の組織運営の改善
施策３ 学習環境等の整備・充実
施策４ 児童生徒の安心・安全の確保

基本施策４ 多様なニーズに対応した教育の推進

施策１ 特別支援教育の充実
施策２ 経済的な支援を必要とする子供への支援

施策３ 不登校児童生徒への支援
施策４ 外国人児童生徒など一人一人の状況に応じた支援

基本施策５ 家庭や地域社会との連携・協働による教育の推進

施策１ コミュニティ・スクールの推進

施策２ 各学校におけるＰＴＡや保護者の会、学校応援団等、学校を支える組織
等との連携・協働

施策３ 地域を支える組織や関係機関等との連携・協働

基本施策６ 安全安心な学校施設の整備

施策１ 学校施設及び設備の整備と適正な維持管理

基本施策７ 児童や青少年の居場所づくり

施策１ 学童クラブとわこうっこクラブの一体型施設又は一体的な運営による放

課後の児童の居場所づくりの推進
施策２ 児童や青少年の居場所づくり
施策３ 青少年健全育成活動の支援

施策４ 児童・青少年に対する相談支援の強化

基本施策８ 生涯学習の振興

施策１ 市民の主体的・自主的な学習活動の支援
施策２ 社会教育施設の充実

施策３ 生涯学習に関するネットワークの構築と活用
施策４ 多様な市民ニーズに対応した講座の企画・開催
施策５ 図書館機能の充実

基本施策９ 歴史的文化資源の保存・活用と創造的な文化の振興

施策１ 歴史的文化資源の保存・活用
施策２ 歴史的文化資源の魅力発信と学ぶ機会の充実

施策３ 地域における伝統文化の継承
施策４ 文化に触れる機会の提供及び文化交流の推進
施策５ 自主的で創造的な文化活動の支援

基本施策 10 スポーツ・レクリエーション活動の推進

施策１ スポーツ施設の利用促進
施策２ スポーツ施設の維持管理
施策３ 学校施設や国の施設の有効活用

施策４ 参加しやすいイベントの企画・開催
施策５ スポーツ・レクリエーション活動に関する情報発信
施策６ 体育団体の役員の後継者の養成
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基本目標

○基本理念 １

○基本目標 ４

○基本施策 10

○施策 41

が、次のように構

成されています。
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３ 計画の進行管理

本計画の円滑かつ着実な推進を図るため、「教育委員会の事務に関する点検評価」

を活用し、ＰＤＣＡサイクル（経営マネジメントサイクル Ｐｌａｎ：計画⇒Ｄ

ｏ：実行⇒Ｃｈｅｃｋ：測定・評価⇒Ａｃｔｉｏｎ：対策・改善)による適切な進行

管理を推進し、現状の施策活動実績を分析評価し、その中から課題や改善点を洗い

出して次の施策に生かしていくことで基本理念の実現を目指します。

○ 和光市教育行政アクションプラン

和光市教育振興基本計画に掲げる10の基本施策に関わり、その年度における重

点目標や具体的な取組等についてまとめたものです。教育振興基本計画が５年間

の中・長期的な計画であるのに対して、教育行政アクションプランは、毎年度示

してまいります。

○ 教育委員会の事務に関する点検評価

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正により、平成20年4月1日

から、教育委員会でその教育行政事務の管理執行状況について自己点検及び評価

を行うことになり、効果的な教育行政を推進するため、「教育に関する事務の管理

及び執行の状況の点検・評価」を平成20年度から毎年実施し、報告書にまとめ公

表しています。

【本計画の推進に関わるＰＤＣＡサイクル】
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≪令和４年度の指標の目標≫

「主体的・対話的で深い学び」の視点から授業改善を図り、新しい時代に生きる児童生

徒一人一人の学力や学習意欲を伸ばす教育を推進します。また各学校段階に応じたキャリ

ア教育や主権者教育などを、家庭や地域社会と連携して推進し、主体的に社会の形成に参

画する力を育成します。

勉強する意味や勉強の仕方について（埼玉県学力・学習状況調査 児童・生徒質問紙）

36.9％【６２/168 項目】（←令和３年度 ２４．４%【４１/168項目】）

自分自身のことについて（埼玉県学力・学習状況調査 児童生徒質問紙）

38.8%【7/18項目】（←令和３年度 33.3%【6/18項目】）

施策１ 個の学力を伸ばす教育の推進

⑴ 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を支援（学校訪問等）します。

⑵ 少人数学級推進教員や学力向上支援教員を効果的に活用し、学力の向上を図り

ます。

⑶ ICT を活用し、個に応じた指導法等の研究を進めるとともに、リモート学習等を

通してコロナ禍でも学びを止めないよう工夫します。

施策２ 次世代に求められる資質・能力の育成

⑴ PDCAのマネジメントサイクルによるカリキュラム・マネジメントを実施します。

⑵ 全国及び埼玉県学力・学習状況調査の分析を行い、その結果を活用してまいりま

す。

⑶ 読書活動の充実（計画的な蔵書管理、図書館アドバイザーの活用等）を支援しま

す。

施策３ 新しい時代に対応する教育の推進

⑴ 英語４技能検定やALTを活用し、外国語活動等の授業を充実します。

⑵ 研修会の実施や先進事例の共有等により、1 人１台のタブレット端末や大型提示

装置等の ICT機器の効果的な活用を促進してまいります。

施策４ 社会の形成に参画する力の育成

⑴ 福祉・ボランティア活動、交流活動の推進により、キャリア教育の充実（地域人材

の活用、職場体験活動の推進、公的・民間施設の連携推進）を図ります。

⑵ 幼・保・小の連携強化（接続期プログラム及び接続期カリキュラムの作成・活用、小

学校等での交流会、授業研究会）を進めます。

基本施策１ 確かな学力と自立する力の育成

主な取組

令和４年度の重点
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≪令和４年度の指標の目標≫

子供たちに思いやりの心や規範意識、望ましい勤労観や職業観など豊かな人間性や社会性

を育むとともに、他者と協働して何かを成し遂げる力を育み、自己肯定感・自己有用感を高め

ます。

また、生涯にわたって健康な生活を送るための基礎となる体づくりや規則正しい生活習慣の

確立など、児童生徒の体力の向上や学校保健の充実を図るとともに、食育の推進を図ります。

規律ある態度について（埼玉県学力・学習状況調査 児童・生徒質問紙）

８６．４％【83/96項目】（←令和3年度 84.4%【81/96項目】）

新体力テスト（全国体力・運動能力、運動習慣等調査）

50.0％【6/12校】（←令和3年度 25.0%【3/12校】）

施策１ いじめや非行問題等に係る生徒指導及び教育相談体制の充実

⑴ いじめ、非行防止対策を推進してまいります。（いじめ対策連絡協議会の開催、い

じめ防止等対策委員会との連携等）

⑵ 教育支援センターの機能拡充により、教育相談体制の充実を図ります。

施策２ 人権を尊重した教育の推進

⑴ 各学校における教職員研修を実施します。

⑵ 豊かな人権感覚の育成を目指し、人権作文や標語の取組による人権啓発の充実

と主任会における情報の共有を進めます。

施策３ 情感豊かな心を育む教育の推進

⑴ 道徳教育の充実を図ります。（授業公開等の実施、研修会の充実）

⑵ 豊かな体験活動を充実してまいります。（特別活動、総合的な学習の時間等の指

導の充実）

⑶ 規律ある態度を育成していきます。

施策４ 運動に親しみ、健やかな体を育む教育の推進

⑴ 体力づくりの啓発・普及及び学校体育指導の充実を図ります。（実技講習会の開

催やリモートによる体育授業の実施等）

⑵ 運動部活動の充実と持続可能な運営に向けた取組を進めてまいります。

施策５ 健康の保持増進と食育の推進

⑴ 学校保健活動及び関連する教育活動を推進してまいります。（新型コロナウイル

ス感染症対策に基づいた教育活動や学校保健計画に基づく保健管理の徹底、薬物

乱用防止教室の開催等）

⑵ 食育に関する指導の充実を図ります。（食育レシピ集の作成・配布、地産地消の推

進）

主な取組

基本施策２ 豊かな心と健やかな体の育成
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≪令和４年度の指標の目標≫

複雑化・多様化した問題に対応し、次代を担う児童生徒をより良く育むことができるよう、優れ

た教職員の育成や確保に努めるとともに、教職員一人一人の力が発揮できるよう、「働き方改革」

や「チーム学校」を踏まえた学校の組織運営の改善に努めます。

また、児童生徒一人一人の安心・安全を確保するため、安全教育の充実に努めるとともに、通学

区域の見直しや子供を守る家の設置など、家庭や地域と連携した児童生徒の安全な環境の整備に

努めます。

学級経営や生徒指導、指導法等について（埼玉県学力・学習状況調査 児童・生徒質問紙）

３３．３％【26/78項目】（←令和3年度 24.4%【19/78項目】）

一月当たりの時間外在校時間（勤怠管理）

37.0%（←令和元年度 20.2%）

教員のＩＣＴスキル（文部科学省調査）

33.4%（←令和2年度 28.2%）

施策１ 教職員の資質・能力の向上

⑴ 国や県、市の研究委嘱を受けた学校課題研究をはじめとする各学校で実施され

る研修会を充実してまいります。（研修会等への講師派遣等）

⑵ 県の教職員評価システムを活用した学校職員の人事評価の適切かつ円滑に実施

してまいります。

施策２ 働き方改革を踏まえた学校の組織運営の改善

⑴ 「和光市立小・中学校における働き方改革基本方針」に基づいた業務改善・働き方

改革を進めてまいります。

施策３ 学習環境等の整備・充実

⑴ 和光市小・中学校 ICT 化推進計画に基づき、計画的に ICT環境を整備するとと

もに教職員の ICT研修の充実を図ってまいります。

⑵ 小学校全学年３５人学級の実現や、今後の児童数の増減を見据え、学校規模

の適正化に向けた、通学区域の調査等を実施してまいります。

⑶ 新型コロナウイルス感染症拡大防止等、安全・安心な学習環境を確保します。

施策４ 児童生徒の安心・安全の確保

⑴ 避難訓練等の実施と検証及び危機管理室等との連携による学校危機管理・防災

マニュアルの見直しを図ります。

⑵ 関係機関や団体等と連携した通学路の安全点検を実施するとともに、「子どもを

守る家」事業への協力を依頼してまいります。

基本施策３ 質の高い学校教育のための教育基盤の整備・充実

主な取組
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≪令和４年度の指標の目標≫

共生社会の実現に向け、特別な教育的支援を必要とする児童生徒等への指導等を充実さ

せ、切れ目のない支援に努めます。

また、子供たちに係る様々な課題に具体的に対応していけるようにするため、教職員の専門

性を高めるとともに、組織で対応できるよう、家庭や地域との連携も含めた学校体制整備にも

努めます。

特別支援学校教諭免許状等の取得率

65.0%（←令和3年度 61.0%）

施策１ 特別支援教育の充実

⑴ 就学支援委員会の適切な実施や特別支援学校との連携などによる、特別な教育

的支援を必要とする児童生徒への支援体制を整備してまいります。

⑵ 特別支援教育推進専門員の派遣や巡回相談等、専門家による教員支援を実施し

てまいります。

⑶ インクルーシブ教育の実現に向けた教職員研修を実施してまいります。

施策２ 経済的な支援を必要とする子供への支援

⑴ 就学支援制度を周知し、制度に基づく適切な実施してまいります。

⑵ 学力向上支援教員等により、各学校での補習を実施してまいります。

⑶ アスナル教室など福祉等関係機関との連携・情報共有を進めていきます。

施策３ 不登校児童生徒への支援

⑴ 教育相談員・発達支援相談員の全校配置と、さわやか相談員の中学校配置を行

います。

⑵ 適応指導教室による登校支援の充実を図り、各学校との連携強化を進めてまい

ります。

⑶ 不登校対策委員会の実施等、小・中学校の連携を進めてまいります。

⑷ 教育支援センターの機能拡充により、教育相談体制の充実を図ります。（再掲）

施策４ 外国人児童生徒など一人一人の状況に応じた支援

⑴ 帰国児童生徒や外国人児童生徒のための日本語指導員を派遣してまいります。

⑵ アンケート調査等により児童生徒の心情や抱える困難等を把握するとともに、事

案に対して必要に応じて関係機関等と連携し、具体的に対応してまいります。

⑶ 本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っている

ヤングケアラーへの支援を進めてまいります。

基本施策４ 多様なニーズに対応した教育の推進

主な取組
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≪令和４年度の指標の目標≫

各学校のＰＴＡや保護者の会、学校応援団、コミュニティ・スクール等学校を支援する組織及

び関係機関等との連携及び協働により、家庭や地域社会とともに歩む学校づくりを進めていく

とともに、学校を核とし、地区社会福祉協議会など地域を支える組織と連携及び協働した地域

学校協働活動の実現を目指します。

コミュニティ・スクールの理解度（和光市教育に関するアンケート ※保護者対象）

27.5%（←令和２年度 9.3%） ← 20.0%（←令和２年度 9.3%）

コミュニティ・スクールへの関心（和光市教育に関するアンケート ※教職員対象）

21.3%（←令和２年度 2.6%） ← 13.0%（←令和２年度 2.6%）

施策１ コミュニティ・スクールの推進

⑴ 学校運営協議会での熟議を通して学校・家庭・地域連携を推進してまいります。

（各学校）

⑴ 県の委嘱を受けた学校・家庭・地域連携の研究を推進してまいります。

⑵ 学校運営協議会の議事録を学校ホームページ等で公開し、家庭、地域に周知して

まいります。（各学校）

⑵ コミュニティ・スクールディレクターの配置を進めます。（各学校）

⑶ コミュニティ・スクール推進協議会を開催し、情報の共有等を進めてまいります。

《新設》

施策２ 各学校におけるＰＴＡや保護者の会、学校応援団等、学校を支える組織等との連

携・協働

⑴ 就学時健康診断や入学説明会等における専門家の活用を進めてまいります。（埼

玉県家庭教育アドバイザー等）

⑵ 学校運営協議会委員をはじめ、学校に関わる地域の人たちを対象とした研修会

を実施してまいります。

施策３ 地域を支える組織や関係機関等との連携・協働

⑴ コミュニティ・スクールディレクターの配置による学校間連携を推進し、地域学校

協働本部設置に向けた組織体制の整備を進めてまいります。

⑵ 地区社会福祉協議会や自治会等など地域の様々な団体や民間企業、関係機関と

の連携を充実してまいります。

基本施策５ 家庭や地域社会との連携・協働による教育の推進

主な取組
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≪令和４年度の指標の目標≫

児童生徒が日常の大半を過ごす学校教育環境の安全性を確保し、安心して学校生活

が送れるように学校施設を整備します。

小中学校特別教室の空調設備の整備

100%（←令和２年度 71.0%）

施策１ 学校施設及び設備の整備と適正な維持管理

⑴ 「和光市小中学校個別施設計画」を計画に沿って推進していくために学校用地の

借地の解消を進めてまいります。（第三小学校）

⑵ 小中学校の特別教室に空調機を設置してまいります。

⑶ 建設当時から未改修となっている学校のトイレ改修工事を進めてまいります。（広

沢小学校）

⑷ 各中学校に特別支援学級が整備できるように増築工事の設計を進めてまいりま

す。（第三中学校)

基本施策６ 安全安心な学校施設の整備

主な取組
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≪令和４年度の指標の目標≫

児童が身近な地域で友だちと触れ合いながら安心して過ごすことができ、青少年が

社会の責任ある一員として成長できるようにします。

わこうっこクラブ登録児童割合

←放課後児童のための居場所づくりの満足度（和光市教育に関するアンケート）

３９．０％（←令和３年度３５．０％） ← 4３.0%（←令和２年度 40.9%）

青少年育成関連団体と人材数（令和元年度事業評価票からの目標値）

実施１７団体 参加５３０人（←令和元年度 １７団体 ４７９人）

施策１ 学童クラブとわこうっこクラブの一体型施設又は一体的な運営による放課後の児

童の居場所づくりの推進

⑴ 学童クラブとわこうっこクラブとの一体型施設又は一体的な運営による、放課後

等における児童の居場所の充実を図ります。

⑵ 学校や地域との協力による学童クラブ・わこうっこクラブの運営を行います。

施策２ 児童や青少年の居場所づくり

⑴ 公共施設等において、施設や地域の特性を活かした各種事業や催し物など、魅力

ある居場所づくりを実施します。

⑵ よりよい居場所づくりとなる施設や地域の実情が伝えられるよう、地図・パンフ

などの可視化できる仕組みづくりに取り組ます。

施策３ 青少年健全育成活動の支援

⑴ 他自治体の事例などを情報収集し、課題解決に対応する事例抽出に取組、活動

支援に生かします。

⑵ 青少年育成団体の活動と人材確保を図るため、広報誌やホームページなど各種

広報媒体を活用した周知を行い、青少年育成関連に係る情報発信を行います。

施策４ 児童・青少年に対する相談支援の強化

⑴ 子育てなどの相談機能の充実を図るため、教育部局等によるスキルアップの実

務研修会や講話会への参加案内、集約した情報を関係所管に提供していきます。

基本施策７ 児童や青少年の居場所づくり

主な取組
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≪令和４年度の指標の目標≫

市民の多様なニーズに対応した学習機会を提供し、市民が自主的な学習活動を行

い、学んだことを地域で生かせるようにします。

地域課題に関する講座の数 ← 生涯学習の充実度（和光市教育に関するアンケート）

5０回（←令和３年度 ４５回） ← 26.0%（←令和２年度 21.1%）

生涯学習指導者活動件数

← 一人ひとりが個性と能力を発揮できる社会づくり（和光市教育に関するアンケート）

２０件（←令和３年度１４件） ← 26.0%（←令和２年度 20.5%）

施策１ 市民の主体的・自主的な学習活動の支援

⑴ 市民の生涯学習・社会教育活動を支援していきます。

⑵ 学びの成果を還元する仕組みを充実するため、地域で活動する個人、団体、大学

や企業などの様々な分野と連携し地域課題を担う人材の育成・活用を進めてまい

ります。

⑶ 社会教育と学校教育・家庭教育の連携を推進していきます。

⑷ 多世代間の交流を進めていきます。

施策２ 社会教育施設の充実

⑴ 誰もが安全・安心で快適に利用できる施設整備の充実を図ります。
⑵ 施設の特性に配慮し、ユニバーサルデザインに基づく施設の更新を進めます。

施策３ 生涯学習に関するネットワークの構築と活用

⑴ 学校や地域、社会教育団体、国の研究機関や提携大学等との連携を図ります。
⑵ 生涯学習に関する情報の収集や共有を進め、役割や活動状況についての情報を
発信してまいります。

施策４ 多様な市民ニーズに対応した講座の企画・開催

⑴ 多様な市民ニーズや現代的課題に対応した講座・教室を開催します。
⑵ 公民館における地域のつながり、交流となる地域特性を生かした事業を開催し
ます。

⑶ 地域の人材の発掘及び活用 ← 地域を生かした人材の活用と地域課題解決につな
がる講座を企画し、開催します。
⑷ 障害の有無にかかわらず共に学べる場を提供します。
⑸ 多文化共生の推進に向けた事業を開催します。《新設》

施策５ 図書館機能の充実

⑴ 適切な蔵書管理を行います。
⑵ 学校図書館と連携し読書活動、調べ学習等を支援していきます。
⑶ 中高生講座やアクティブシニア向けサービス、障害者サービスの充実を図りま

す。

⑷ 図書館講座や読み聞かせなど、市民や他の公共機関等と連携した図書館事業を
充実していきます。

基本施策８ 生涯学習の振興

主な取組
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≪令和４年度の指標の目標≫

市民の貴重な財産である文化財や郷土の歴史を後世に伝えていくとともに、市民が
郷土に愛着を持てるようにします。また、文化活動を行う市民の自主性が尊重され、創
造的な文化活動を活性化します。

文化財関係講座・見学会等件数（出前講座等含む）

← 故郷としての愛着度（和光市教育に関するアンケート）

８回（←令和３年度 ７回） ← 50.0%（←令和２年度 44.0%）

国・県・市指定文化財件数

１７件（←令和２年度 16件）

新倉ふるさと民家園の来園者数 ← 文化活動への満足度（和光市教育に関するアンケート）

１５，０００人（←令和２年度 ５，７９０人） ← 32.0%（←令和２年度 27.4%）

施策１ 歴史的文化資源の保存・活用
⑴ 午王山遺跡の保存・活用を進めます。
⑵ 文化財に対する意識の醸成を図ります。

施策２ 歴史的文化資源の魅力発信と学ぶ機会の充実
⑴ デジタルミュージアムを充実してまいります。
⑵ 和光市史平成版の編さんと推進を図ります。

施策３ 地域における伝統文化の継承
⑴ 伝統文化の担い手を育成していきます。
⑵ 新倉ふるさと民家園の保存・活用を進めていきます。

施策４ 文化に触れる機会の提供及び文化交流の推進
⑴ 市民文化センターの整備及び充実を図ります。
⑵ アウトリーチ事業を推進していきます。

施策５ 自主的で創造的な文化活動の支援
⑴ あらゆる世代に対して文化に触れる機会を提供するとともに、文化団体間の交
流を進めてまいります。
⑵ 多種多様な文化活動、発表及び創作の場を充実してまいります。

基本施策９ 歴史的文化資源の保存・活用と創造的な文化の振興

主な取組
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≪令和４年度の指標の目標≫

市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組めるように

します。

スポーツ・レクリエーションの環境の整備（令和元年度事業評価）

スポーツ施設延べ利用４７３,０００名（←令和元年度 467,265名）

登録団体３,７５０団体（←令和元年度 3,715団体）

施策１ スポーツ施設の利用促進

⑴ 指定管理者によるアーバンアクア公園和光スポーツアイランド及び広沢複合施設

市民プールの施設管理運営を行い、施設の有効活用を図ります。

⑵ 総合体育館の指定管理者更新手続きを進め、施設の有効活用を図ります。

施策２ スポーツ施設の維持管理

⑴ 公共施設マネジメント計画と現地施設の整合性を図り、維持管理・修繕の見直し

を行います。

⑵ 総合体育館の照明交換及び特定天井改修工事に取り組みます。

施策３ 学校施設や国の施設の有効活用

⑴ 市内小中学校の校庭及び体育館、運動施設に対するついて適切な利用を図りま

す。

⑵ 国施設の有効活用を図るため、市民利用とするが出来る施設開放の継続を協議

します。

施策４ 参加しやすいイベントの企画・開催

⑴ スポーツ推進計画に掲げる「スポーツをする・観る・支える」の実現に向け、施設特

性や協力機関の特性を生かした事業に取り組ます。

⑵ 指定管理者を含むスポーツ関係者が連携し、既存・新スポーツ等に老若男女や身体

の不自由な方も楽しめる「市民に親しまれるスポーツ事業」に取り組みます。

施策５ スポーツ・レクリエーション活動に関する情報発信

⑴ 市広報媒体と関係機関ホームページの情報共有化を図り、動画配信やＱＲコード

等の幅広い情報発信に取り組ます。

⑵ 市内スポーツ団体の活動内容が把握できるホームページ作成を促します。

施策６ 体育団体の役員の後継者の養成

⑴ 各種スポーツ団体への支援として、他団体の取組事案を情報提供し、団体の事

業・運営に必要な改善や次世代を担う後継者育成を促します。

⑵ 団体内や関連機関との役割分担を明確にし、相互が連携した事業・活動及び情報

交換ができる体制を促します。

基本施策 10 スポーツ・レクリエーション活動の推進

主な取組
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（１）学校経営

◇ 創意工夫を生かし、特色ある教育活動の充実を目指す。

① 児童生徒が生き生きと学校生活を送ることができるために、学校教育の目標を具現化する。

② 児童生徒の心身の発達の段階や特性及び学校や地域の実態を十分考慮して、特色ある教育

課程を編成・実施する。

③ 教職員全員を学校運営に参画させ、教職員一人一人の資質向上と育成を意識し組織的に教

育活動の推進を図る。

④ 学校の教育課題を明確にした校内研修の実施及び教職員による不祥事防止に取り組む。

⑤ 家庭や地域社会、異校種との連携や交流を推進して、特色ある教育活動を展開する。

（２）学級経営

◇ 児童生徒一人一人が尊重され、様々な活動に自主的・実践的に取り組む。

① 一人一人の児童生徒理解を深め、児童生徒と教師、児童生徒相互の信頼関係を育む。

② ガイダンスとカウンセリングを充実させ、個々の学校生活への適応を図るとともに、より

よい人間関係の形成を実現する。

③学級の児童生徒一人一人が認められ、よさや可能性を発揮できる、また、他者の失敗や短所

に寛容で共感的な学級の雰囲気を醸成していく。

④ 各教科等の話合い活動の充実を図る。

⑤ ノーマライゼーションの理念に基づき、個に応じた指導や支援の充実に努める。

（３）学習指導

◇ 生きる力を育む授業の創造を目指す。

① ＩＣＴ機器を効果的に活用した授業の実施を推進する。

② 新しい観点に基づいた児童生徒の資質・能力を育むため、児童生徒の発達段階や地域の実

態を十分に踏まえたカリキュラム・マネジメントを展開する。

③ 児童生徒一人一人が内発的な学習意欲を高め、自ら気付き、自ら考える学習が展開できる

ように、学習過程や指導方法等の工夫・改善を図る。

④ 児童生徒一人一人の理解の程度や興味・関心に応じた学習が進められるよう、少人数学級

編制や個に応じたよりきめ細かな指導を行い、学習形態や指導体制等の一層の工夫・改善を

図る。

⑤ 児童生徒の適切な言語活動を促すように、言語環境の整備に努める。

（４）生徒指導・教育相談

◇ 児童生徒が抱える悩みや不安の解決を図り、心豊かな児童生徒の育成を目指す。

① 一人一人の児童生徒理解を深め、カウンセリングマインドを生かした共感的理解に基づく

指導と援助に努めるとともに、児童生徒と教師、児童生徒相互の信頼関係を育む。

② 早期発見・早期対応の取組の充実を図り、児童生徒が安心でき、自己存在感を感じられる

授業や集団づくりを行う。

③ 基本的な生活習慣を確立させ、児童生徒自らが規範意識に基づいた行動ができるよう指導

の工夫を図る。

④ 全教職員の共通理解と教職員一人一人役割を明確にし、管理職のリーダーシップの下、生

徒指導主任や教育相談主任等を中心に、担任や養護教諭等、スクールカウンセラー、スクー

ルソーシャルワーカー、教育相談員等と連携を図り、校内指導体制を確立する。

⑤ 地域や学校の実態に応じた全体計画・年間計画を作成し、計画に基づく積極的な生徒指

導・教育相談を推進する。

令和４年度 学校教育指導の重点
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⑥ 家庭や地域社会、関係機関等と密接に連携し、地域ぐるみの健全育成活動を推進するとと

もに、相互に連携しながら児童生徒を支援する。

⑦ 全教職員で各学校のいじめ防止基本方針の共通理解を図り、いじめの早期発見・早期対応

に努めるとともに、児童生徒間のトラブルを特定の教職員で抱え込むことなく組織として具

体的に対応する。

⑧ 不登校児童生徒の学習状況や心身の状況等を継続的に把握するとともに、学校と家庭、関

係機関等が相互に協力しながら児童生徒を支援する。

（５）進路指導・キャリア教育

◇ 自らの生き方を考え、主体的に進路を選択することができるよう、進路指導・キャリア教育

の充実を図る。

① 全教職員による協力的な指導体制を整備し、児童生徒の実態に応じた指導計画の作成とそ

の実施に努める。また、進路指導・キャリア教育の意義や推進方法などについて共通理解を

深める。

② 児童生徒一人一人が進路に対する目的意識を高めるとともに、発達段階に応じて望ましい

勤労観や職業観を身に付け、児童生徒理解を基盤とした指導･援助を計画的、組織的、継続

的に行う。

③ 進路選択の指導に当たっては、単なる職業選択や学校選択に終わることなく、児童生徒自

らの意思と責任で進路を選択決定できるよう、啓発的な経験を充実させ、キャリア教育の意

義を踏まえた指導・援助に努める。

④ 児童生徒が、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、社会的・職業的自立に

向けて必要な基盤となる資質・能力を身に付けていくことができるよう、特別活動を要とし

つつ各教科等の特質に応じて、キャリア教育の充実を図る。

⑤ 小・中・高等学校及び特別支援学校との連携を図るとともに、児童生徒が、自分自身の将

来への変容や成長を自己評価できるよう、キャリア・パスポートの活用をする。

（６）道徳教育

◇ 人間としてのよりよい生き方を考え、実践できる児童生徒の育成を目指す。

① 道徳科を要として全教育活動を通した道徳教育の指導の充実に努め、各教科等の特質に応

じて、道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度などの道徳性の諸様相を養う。

② 児童生徒の道徳性の実態を的確に把握するとともに、道徳教育推進教師を中心に、全教職

員の参加と協力によって全体計画、年間指導計画、学級における指導計画の見直しを図る。

③ 様々な教材を活用し、自己を見つめ物事を広い視野から多面的・多角的に考え、自己の生

き方について考えを深める学習指導を充実する。

④ 児童生徒の成長を認め、励ます評価を行うとともに、自らの指導を評価し改善する。

⑤ 家庭や地域社会との相互の連携を密にし、児童生徒の豊かな体験の場や機会の充実を図り、

内面に根ざした道徳性を育成するとともに、道徳的実践の充実に努める。また、「考え、議

論する道徳」への質的転換に向け、多様な指導方法を取り入れた授業展開を図る。

⑥ 障害の有無などに関わらず、互いのよさを認め合って協働していく態度を育てるとともに、

授業においては、役割演技や動作化など指導を工夫する。

（７）体 育

◇ 健やかな体と豊かな心を持った児童生徒を育成する。

① 心と体を一体としてとらえ、児童生徒一人一人に運動の楽しさや喜びを味わわせる授業を

実践し、自ら運動する意欲を培い、生涯にわたり積極的に運動に親しむ資質や能力、基礎的

な体力を育成する。

② たくましく生きるための健康や体力を育成するため、体育・健康に関する指導を学校の教育

活動全体を通じ計画的・継続的に指導するとともに、運動しやすい環境の整備・充実に努める。

③ 体育・健康に関する指導の充実のため、安全教育と安全管理に学校全体で取り組み、児童

生徒の健康・安全に関する態度を育成する。



19

④ 学習指導要領の趣旨を生かし、体育科・保健体育科の体育的活動に関する指導と評価を効

果的に進めるため、研修の充実を図る。

（８）健康教育

◇ 生涯にわたって心身ともに健康で安全な生活を主体的に実践できる児童生徒を育成する。

① 健康の大切さを認識し、健康課題をよりよく解決するため、自らの健康を適切に管理して

改善するための判断と行動ができる資質や能力を育てる。

② 自他の生命を尊重し、生涯にわたり自ら安全な生活を営むとともに、他の人々の安全にも

配慮し、行動できる資質や能力を育てる。

③ 家庭・地域社会との連携を図り、学校保健・学校安全・感染症予防や具体的な対応策・学

校における食育の充実に努める。

④ 食に関する正しい知識と望ましい食習慣や、給食活動を通した好ましい人間関係を育て、

健やかに生きるための基礎を培う。

（９）人権教育

◇ 人権問題を正しく理解し、豊かな人権感覚を身に付け、様々な人権課題を解決しようとする

児童生徒を育成する。

① 教育活動全体を通して人権教育を推進し、児童生徒の発達段階に応じて人権問題の正しい

理解を図り、解決に向けて自ら主体的に行動できる児童生徒の育成に努める。

② 児童生徒や地域の実態を把握し、全体計画及び年間指導計画の改善を図り、全教職員の協

力体制の下で、計画的・総合的な実践に努める。

③ 一人一人の児童生徒が発達の段階に応じ、人権の意義や内容や重要性について理解し、

「自分の大切さとともに他の人の大切さを認めること」ができるようにするとともに、多様

な他者と協働するため、人権への配慮が様々な場面や状況に応じて、態度や行動に現れるよ

うにするなど、人権感覚の育成に努める。

④ 家庭・地域社会と連携し、体験的活動や多くの人々との交流活動を通して自他の人権を尊

重し、他者の痛みを共有できる豊かな人間性を醸成する。

（１０）特別支援教育

◇ 一人一人の教育的ニーズに応じた適切な教育を推進する。

① 特別支援教育全体計画を活用し、学校全体の教育活動における特別支援教育の位置付けを

明確にするとともに、特別支援教育コーディネーターを中心とした、校内委員会を計画的に

開催し、組織的な校内支援体制の整備に努める。

② 児童生徒一人一人の教育的ニーズの把握を十分に行い、必要に応じて関係機関と連携を図

り、個別の支援計画等の作成をして、適切な指導や支援に努める。

③ 特別支援学級及び通級による指導では、特別の教育課程を編成し、各教科等における配慮

事項なども含めた個別の指導計画を作成する。

④ 就学支援については、早期からの情報提供や相談会の実施、継続的な相談等に努めるとと

もに、就学先決定については、児童生徒一人一人の障害の状態や保護者・本人の意向を十分

聴取し、教育、福祉、医療等との連携に努め、専門家の意見を聞いた上で総合的かつ丁寧に

行う。

④ 共生社会の形成を目指した教育の推進のため、一人一人の障害の状態に即した年間指導計

画の下に、支援籍学習、交流及び共同学習の充実を図る。

（１１）国際理解教育

◇ 国際社会に主体的に生きる児童生徒の育成と国際理解教育の充実を目指す。

① 教育課程や授業内容等を国際理解教育の視点に立って見直し、全体計画・年間指導計画に

基づき、日本及び諸外国の文化・伝統等について理解を深め、国際社会の一員としての自覚

をもった児童生徒の育成に努める。
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② 児童生徒の発達の段階や実態に即し、各教科、道徳科、外国語活動、総合的な学習の時間、

特別活動等との連携を図り、効果的な指導の充実に努める。

③ 児童生徒が豊かな国際性を身に付けるため、外国語指導助手（ＡＬＴ）や地域の人材等を

積極的に活用し、言語能力や異文化理解を図るための授業や研修会の充実に努める。

（１２）情報教育

◇ 情報化社会に主体的に対応できる情報活用能力を育む教育を推進する。

① 全ての教科等でＩＣＴ機器を適切に児童生徒に活用させる。

② 情報及び情報手段を主体的に選択し、効果的に活用していくための情報活用能力や態度を

培う全体計画・年間指導計画を作成し、授業の工夫・改善に努める。

③ 児童生徒が情報を主体的に収集・選択・活用・発信できる創造性と応用力の育成に努める

とともに、情報モラル教育の充実を図る。

④ 系統的に小・中学校を通じてプログラミング教育を充実させる。

⑤ 教育の情報化を推進し、教育機器等を活用した学習指導の充実を図る。また、校務の情報

化を推進し、教職員の情報活用能力の向上を図る。

（１３）環境教育

◇ 持続可能な社会の実現のため、環境問題に関心を持ち、環境を守ろうとする心と態度の育成

に努める。

① 身近な環境への理解を深め、環境を守ろうとする心を育成する。また、持続可能な環境型

社会の実現を目指して、主体的に行動できる実践的な態度や資質、能力の育成に努める。

② 環境教育等促進法を踏まえ、環境教育の重要性や生涯学習との関連について教職員の認識

を深めるとともに、指導内容、指導方法についての共通理解を図る。

③ 地域や児童生徒の実態に応じた各教科、道徳科、外国語活動、総合的な学習の時間、特別

活動等相互の連携を図った全体計画を作成する。また、児童生徒の主体的な学習が行われる

よう、指導方法の工夫・改善に努める。

④ 家庭・地域社会、ＮＰＯ等との連携を深め、地域の自然や社会環境を生かした体験活動を

通して感受性を豊かにし、問題解決能力や態度の育成に努める。

（１４）ボランティア・福祉教育

◇ 児童生徒や地域の実態等を把握し、豊かな心や福祉の心を培い、発達の段階に応じたボラン

ティア・福祉教育の実践を目指す。

① ボランティア・福祉教育の意義について教職員の共通理解を図り、全体計画・年間指導計

画に基づき、組織的・計画的な教育活動の推進に努める。

② ボランティアに関わる体験的な活動を通して、望ましい勤労観、職業間の育成や社会奉仕

の精神の涵養を図ったり、人権尊重の精神を基盤に、社会福祉への関心と理解を深めたりす

るため、発達の段階や学校・地域の実態に即して、指導方法・指導内容を創意工夫し、ボラ

ンティア活動や福祉体験の充実に努める。

③ 家庭や地域、社会福祉施設等の理解・協力を得ながら、ボランティア・福祉教育を推進する。

（１５）学校図書館教育

◇ 学校図書館を活用した授業の充実に努めるとともに、児童生徒の読書に親しむ態度を育む。

① 各教科等においては、学校図書館を利活用した学習を通して、児童生徒の「思考力・判断

力・表現力等」や「情報活用能力」等を育むとともに、児童生徒が利用方法の基礎的な知識

やマナーを身に付ける。

② 司書教諭を中心とした全教職員の共通理解のもと、適切な蔵書管理に努めるとともに、授

業での活用促進、子供の居場所づくりなど、学校図書館のよりよい運営に努める。

③ 発達段階に応じた読み聞かせや一斉読書等、各学校の工夫した取組を通して、児童生徒の

継続的な読書習慣を確立する。
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１ 教育委員一覧

２ 教育委員会組織図

３ 令和４年度和光市立小・中学校児童生徒数（令和４年３月１６日現在見込数）

職 名 氏名 任期

教育長 石 川 毅 （いしかわ つよし） 令和 ４年 ４月 １日～令和 ４年 ９月３０日

教育長職務代理者 山 田 実 （やまだ みのる） 令和 ２年１０月 １日～令和 6年 ９月３０日

委 員 山下 玲子 （やました れいこ） 令和 元年 ６月 ９日～令和 5年 ６月 ８日

委 員 村中 秀人 （むらなか ひでと） 令和 ４年 ３月 ６日～令和 ８年 ３月 ５日

委 員 牧 江利子 （まき えりこ） 平成３０年１０月 １日～令和 ４年 ９月３０日

学 校 名 １ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年 ５ 年 ６ 年 計

白子小学校 79 86 86 96 87 81 515
新倉小学校 102 96 81 76 115 95 565
第三小学校 93 70 97 56 64 54 434
第四小学校 61 68 73 76 69 72 419
第五小学校 93 113 119 96 124 114 659
広沢小学校 69 78 71 74 51 75 418
北原小学校 82 81 84 83 79 71 480
本町小学校 50 69 63 62 55 50 349
下新倉小学校 91 86 106 84 92 105 564
小 計 720 747 780 703 736 717 4403
大和中学校 296 241 289 826
第二中学校 181 163 163 507
第三中学校 167 163 175 505
小 計 644 567 627 1838
合 計 6241

教育委員会組織等

教

育

委

員

会

教育総務課

学校教育課

生涯学習課

・教育総務担当

・教育施設担当

（学校個別施設計画推進プロジェクトチーム）

・教育支援センター

学 校 白子小学校 新倉小学校 第三小学校

第四小学校 第五小学校 広沢小学校

北原小学校 本町小学校 下新倉小学校

小学校 中学校

大和中学校

第二中学校

第三中学校

公民館 図書館

体育館他

総合体育館 運動場

和光市スポーツアイランド

・学務担当

・指導担当

・生涯学習担当

・文化財保護担当

（和光市史編纂

プロジェクトチーム）

中央公民館 坂下公民館

南公民館 図書館

図書館下新倉分館

スポーツ青少年課 ・スポーツ振興担当

・青少年担当
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「和光市教育大綱」とは、市長が、その地域の実情に応じ、市の教育、学術及び

文化の振興に関する総合的な施策について、その目標や施策の根本となる方針を定

めるものです。

和光市では令和３年４月から新たに「第五次和光市総合振興計画」がスタートし

ました。本市が目指す都市像やまちづくりの目標などを記した「基本構想」と、そ

の実現のための「実施計画」によって構成されています。

総合振興計画策定に向けては、市民参加型のワークショップを開催し、そのアイデ

アを基に将来都市像をつくるなど、市民目線での計画とする一方、貧困に終止符を打

ち、地球を保護し、全ての人が平和と豊かさを享受できることを目指した国際目標で

ある「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」を十分に踏まえた計画となっています。

第五次和光市総合振興計画 【将来都市像】みんなをつなぐワクワクふるさと和光

＜基本理念＞

「生涯にわたる自発的な学びと、豊かで健やかな人生の実現を支援する教育」

＜基本方針＞

１ 学びの基礎となる確かな学力の習得と、社会性を育む義務教育の推進

２ 地域特性を活かし、生涯継続する学びを支援する社会教育の推進

３ 福祉、コミュニティ施策との密接な連携による地域・家庭教育の推進

４ デジタル技術の進化に即した情報教育の推進

第五次和光市総合振興計画 和光市教育振興基本計画

【目標像４】

子どもが自己肯定感を

持ち健やかに育つ

施策４－１ 基本施策１ 確かな学力と自立する力の育成

施策４－２ 基本施策２ 豊かな心と健やかな体の育成

施策４－３ 基本施策３ 質の高い学校教育のための教育基盤の整備・充実

施策４－４ 基本施策４ 多様なニーズに対応した教育の推進

施策４－５ 基本施策５ 家庭や地域社会との連携・協働による教育の推進

施策４－６ 基本施策６ 安全安心な学校施設の整備

施策４－７ 基本施策７ 児童や青少年の居場所づくり

【目標像10】

趣味などを通して充実

した時間を過ごせる

施策10－１ 基本施策８ 生涯学習の振興

施策10－３ 基本施策10 スポーツ・レクリエーション活動の推進

施策10－２ 基本施策９ 歴史的文化資源の保存・活用と創造的

な文化の振興
※ 教育振興基本計画の観点からは、一体的に推進することが望ま
しいと考え、一つの基本施策としています。

【目標像12】

シビックプライドを持

っている

施策12－２

和光市教育大綱（令和４年度～令和７年度）

第五次和光市総合振興計画

【第五次和光市総合振興計画の目標像と和光市教育振興基本計画の基本施策】


